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Ⅰ　普通会計財務４表

Ⅰ－１　貸借対照表

Ⅰ－１－１　貸借対照表

貸借対照表とは、つがる市が住民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、その資産をど
のような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを総括的に対照表示した一覧表で、資産合計額と負債・純資
産合計額が一致することから「バランスシート」とも呼ばれています。

　　

Ⅰ－１－２　貸借対照表の概要

平成２２年度末のつがる市の「資産」は、８３４億６，２３２万円です。
この「資産」を形成するための財源は、国・県の補助金やこれまでの世代が負担した「純資産」４１７億

４，５０３万円と、将来世代の負担である「負債」４１７億１，７３０万円となっています。

平成２３年３月３１日住民基本台帳人口　37,094人

市民１人あたり 市民１人あたり

〔資産の部〕 〔負債の部〕
　１　公共資産 76,936,113 2,074 　１　固定負債 38,389,468 1,035

　(1) 有形固定資産 76,776,862 2,070 　(1) 地方債 31,695,022 854

　(2) 売却可能資産 159,251 4 　(2) 長期未払金 324,523 9

　(3) 退職手当引当金 6,369,923 172

　２　投資等 4,389,593 118

　(1) 投資及び出資金 195,226 5 　２　流動負債 3,327,827 90

　(2) 貸付金 0 0 　(1) 翌年度償還予定地方債 2,964,402 80

　(3) 基金等 4,004,348 108 　(2) 短期借入金 0 0

　(4) 長期延滞債権 335,743 9 　(3) 未払金 89,485 3

　(5) 回収不能見込額 △ 145,724 △ 4 　(4) 翌年度支払予定退職手当 0 0

　(5) 賞与引当金 273,940 7

　３　流動資産 2,136,616 58

　(1) 現金預金 2,081,447 57 負　　債　　合　　計 41,717,295 1,125
　(2) 未収金 55,169 1 〔純資産の部〕

23,456,949 632

32,634,695 880

　３　その他一般財源等 △ 14,346,617 △ 387

　４　資産評価差額 0 0

純  資  産  合  計 41,745,027 1,125

資　　産　　合　　計 83,462,322 2,250 負 債 ・ 純 資 産 合 計 83,462,322 2,250

　１  公共資産等整備国県補助金等

貸　　借　　対　　照　　表
（平成23年3月31日）

（単位：千円）
借　　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　　方

　２  公共資産等整備一般財源等
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Ⅰ－２－１　行政コスト計算書とは

行政コスト計算書は、１年間の行政活動のうち福祉活動やごみの収集のように「資産」の形成につながら
ない「行政サービスに要する経費（経常行政コスト）」と「その行政サービスの対価として得られた財源
（経常収益）」を対比させた財務書類です。
　　

Ⅰ－２－２　行政コスト計算書の概要

平成２２年度中の「経常行政コスト」は非現金支出を含め１８５億８，６２６万円、これに対して、「経
常収益」は６億８９７万円で、差し引き「純経常行政コスト」は１７９億７，７２９万円となっていま
す。

平成２３年３月３１日住民基本台帳人口　37,094人

経　常　行　政　コ　ス　ト　　　　　　　　　　　　　　　　ａ
１．人にかかるコスト
　  (1)人件費
　　(2)退職手当引当金繰入
　　(3)賞与引当金繰入額

２．物にかかるコスト
　  (1)物件費
　  (2)維持補修費
　　(3)減価償却費

３．移転支出的なコスト
　  (1)社会保障給付
　　(2)補助金等
　　(3)他会計への支出額
　　(4)他団体への公共資産整備補助金等

４．その他のコスト
　  (1)支払利息
　  (2)回収不能見込計上額
　  (3)その他の行政コスト

経　　常　　収　　益　 　　　　　　　　ｄ
１ 使用料・手数料　　　　　　　　　　　ｂ
２ 分担金・負担金・寄附金　　　　　　　ｃ

（差引）純経常行政コスト　　　　　 ａ－ｄ

区　　　　　　　　　　　　　分
100.0%

3.3%

1,212,260

596,176

571,172

542,739
28,433

金　　　　額
18,586,265
4,550,731

3,962,610

273,940

5,659,759

3,233,415

1
0

16
12
4

7,804,603

0

608,974

485

16

15

55
11
87

210

0.0%

2.4%
0.9%

96.7%

市民１人あたり

501
122

107
8

33

7

13.6%
3.2%

3.1%
2.9%

10.9%

93

68
16

30.4%

0.2%

2.1%
17.4%

42.0%
18.7%
6.5%

2,025,602

3,471,121

153

（単位：千円）

構成比率

24.5%
21.3%
1.7%
1.5%

443,881
165,093

17,977,291

2,525,046

400,742

314,181

行　政　コ　ス　ト　計　算　書
自　　平成２２年４月　１日
至　　平成２３年３月３１日
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Ⅰ－３　　純資産変動計算書

Ⅰ－３－１　純資産変動計算書とは

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が１年間でどのように変動したの
かを表している計算書です。
　　純資産の部は、今までの世代が負担してきた部分ですので、１年間で今までの世代が負担してきた部分が
増えたのか減ったのかがわかります。

Ⅰ－３－２　純資産変動計算書の概要

平成２２年度の純経常行政コスト１７９億７，７２９万円に対して、地方税や地方交付税などの一般財源
が１４７億３５４万円、補助金等が４９億６，０４０万円あり、投資損失等の臨時的な要因によるコス
ト１，３５３万円を加えても、１６億７，３１１万円の財源がコストを上回っています。

この結果、期首に４００億７，１９１万円であった純資産残高が、期末では４１７億４，５０３万円とな
りました。

　　　その他 0
　期末純資産残高 41,745,027

　　　　投資損失 △ 13,530
　　　資産評価替えによる変動額 0
　　　無償受贈財産受入 0

　　　臨時損益 △ 13,530
　　　　災害復旧事業費 0
　　　　公共資産除売却損益 0

　　　　地方交付税 11,494,017
　　　　その他行政コスト充当財源 827,616
　　　補助金等受入 4,960,399

　　　純経常行政コスト △ 17,977,291
　　　一般財源 14,703,535
　　　　地方税 2,381,902

純資産合計
　期首純資産残高 40,071,914

純　資　産　変　動　計　算　書
自　　平成２２年４月　１日
至　　平成２３年３月３１日

（単位：千円）
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Ⅰ－４　　資金収支計算書

Ⅰ－４－１　　資金収支計算書とは

資金収支計算書は、歳計現金（＝資金）の出入りの情報を「経常的収支の部」「公共資産整備収支の部」
「投資・財務的収支の部」の３つの区分に分けて表した財務書類です。
　　

１－４－２　　資金収支計算書の概要

経常的収支の部で生じた収支剰余（黒字）は６４億５，５４３万円で、公共資産整備収支の部の収支不足
額（赤字）１３億５，７８７万円と投資・財務的収支の部の収支不足額（赤字）４９億６，２２６万円を補
てんしています。
　経常的収支の部の黒字が公共資産整備収支の部と投資・財務的収支の部の収支不足額の合計を上回ってい
るため、期首に２億４，２７４万円あった現金が、期末では１億３，５３０万円増額の３億７，８０４万円
となっています。

２億４，２７４万円 ３億７，８０４万円

収支剰余①
６４億５，５４３万円 ４９億６，２２６万円

①－（②＋③）
１億３，５３０万円

収　　　入

期首歳計現金残高 期末歳計現金残高

２０９億５０万円

投資・財務的収支の部

収　　　入
５億４９６万円 支　　　出

収支不足③ ５４億６，７２２万円

収　　　入

支　　　出 収支不足② ３９億４，９８７万円

１４４億４，５０７万円 １３億５，７８７万円

経常的収支の部 公共資産整備収支の部

２５億９，２００万円 支　　　出
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Ⅱ　連結財務４表

Ⅱ－１　連結

Ⅱ－１－１　連結財務書類とは

普通会計のほか、国民健康保険や介護保険、病院や公共下水道などの特別会計、また、つがる市が加入し
ている一部事務組合・広域連合など、市と連携して市民サービスを実施している関係団体を連結し、一つの
行政サービスの実施主体とみなして作成する財務書類です。

　　

Ⅱ－１－２　連結対象団体

平成２２年度のつがる市の全会計は、普通会計（１会計）と公営企業会計（３会計）及び公営事業会計
（４会計）を合わせた８会計があります。また、連結対象となる団体は、一部事務組合・広域連合（６法
人）と地方公社（１公社）、第三セクター等（２法人）をあわせた９団体です。
　平成２２年度末の連結財務書類は、つがる市全会計と連結対象団体をあわせた１７会計・団体を対象とし
て作成しています。

　普通会計 　一部事務組合・広域連合

　　　・一般会計 　　　・西北五環境整備事務組合
　　　・西北五広域福祉事務組合
　　　・津軽広域水道企業団西北事業部

　公営企業会計 　　　・つがる西北五広域連合

　　　・青森県後期高齢者医療広域連合
　　　・病院事業会計 　　　・青森県市町村総合事務組合
　　　・公共下水道事業特別会計

　　　・農業集落排水事業特別会計 　地方公社
　

  公営事業会計 　　　・土地開発公社

　　　・国民健康保険特別会計 　第三セクター等
      ・介護保険特別会計
　　　・老人保健特別会計 　　　・つがる地球村（株）
　　　・後期高齢者医療特別会計 　　　・(社)つがる市農業開発公社

※第三セクター等については、つがる市の出資(出えんを含む）比率が５０％以上の法人は全て連結対象とされています。

　 また、出資比率が２５～５０％未満の法人については、役員の派遣、財政支援等の実態から、法人経営に実質的に主導的な　

　 立場を確保していると認められる場合には連結対象とされています。

連結対象団体

連　　　　　結

つがる市全会計
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◆ 連結財務書類については、次の方法により作成しています。

①連結対象会計・団体・法人の個別財務書類の作成・読替

　　　法定決算書類（財務諸表、計算書類等）が整備されている場合はそれに基づいて作成し、会計基準
　　等で求められていない財務書類については、新たに作成しています。
　　　また、会計基準等の違いにより法定決算書類の表示科目が異なるため、連結財務書類の表示科目に
　　揃える読替えを行っています。

②連結対象会計・団体・法人の個別財務書類の修正

　　  未収金に係る回収不能見込額や退職手当等引当金が計上されていない会計・団体・法人等について
　　は、統一した算定方法により一部修正を加えて作成しています。

③内部取引の相殺消去

　　　連結財務書類は、対象会計・団体・法人を一つの行政サービス実施主体とみなして作成しています。
　　例えば、連結会計間での補助金の支出や収入は、内部で取引きが行われただけで実質的な支出や収入
　　があったはいえません。そのため、そのような取引きについては「連結内部の取引高の相殺消去」を
　　行っています。　
　　 また、貸付金や借入金など貸借対照表に残高として表れるものについても「連結内部の残高の相殺
    消去」を行っています。
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Ⅱ－２　連結貸借対照表

Ⅱ－２－１　連結貸借対照表の概要

 平成２２年度末のつがる市全会計の資産は、１，１０９億１９７万円、これに連結対象団体を含めた
全体の資産は１，２５６億５，７５４万円となっています。

この資産を形成するための財源は、国・県の補助金やこれまでの世代が負担した純資産が６５９億
２，１１３万円、将来世代の負担である負債は、５９７億３，６４０万円であり、負債と純資産の割合は、
概ね５：５となっています。

連結貸借対照表内訳表 【平成２３年３月３１日現在】

（単位：千円）

連結合計

普通会計 公営事業会計 一部事務組合 第三セクター等 (相殺消去後）

(相殺消去後） 広域連合

A B C D E F G

[資産の部]

1. 公共資産

(1) 有形固定資産

①生活インフラ・国土保全 24,483,189 10,854,488 35,337,677 35,337,677

②教育 23,559,904 23,559,904 23,559,904

③福祉 4,158,418 4,158,418 53,587 4,212,005

④環境衛生 3,120,699 777,249 3,897,948 12,614,970 16,512,918

⑤産業振興 15,350,137 14,416,827 29,766,964 21,091 29,788,055

⑥消防 1,644,310 1,644,310 1,644,310

⑦総務 4,460,205 4,460,205 1,320 4,461,525

⑧議会

⑨収益事業

⑩その他

　　　地方公共団体計 76,776,862 26,048,564 102,825,426 12,669,877 21,091 115,516,394

(2) 無形固定資産 45 45 108 87 240

(3) 売却可能資産 159,251 159,251 159,251

　公共資産合計 76,936,113 26,048,609 102,984,722 12,669,985 21,178 115,675,885

2. 投資等

(1) 投資及び出資金 195,226 195,226 33 176,259

(2) 貸付金

(3) 基金等 4,004,348 139,239 4,143,587 344,978 4,488,565

(4) 長期延滞債権 335,743 529,318 865,061 4,364 869,425

(5) その他 666 666

(6) 回収不能見込額 △ 145,724 △ 196,185 △ 341,909 △ 371 △ 342,280

　投資等合計 4,389,593 472,372 4,861,965 349,637 33 5,192,635

3. 流動資産

(1) 資金 2,081,447 506,689 2,588,136 1,608,928 5,130 4,852 4,207,046

(2) 未収金 101,146 471,623 572,769 70,211 2,315 645,295

(3) 販売用不動産

(4) その他 20,875 20,875 47,641 2,584 71,100

(5) 回収不能見込額 △ 45,977 △ 80,516 △ 126,493 △ 7,931 △ 134,424

　流動資産合計 2,136,616 918,671 3,055,287 1,718,849 5,130 9,751 4,789,017

4. 繰延勘定

 資 産 合 計 83,462,322 27,439,652 110,901,974 14,738,471 5,130 30,962 125,657,537

[負債の部]

1. 固定負債

(1) 地方公共団体

①普通会計地方債 31,695,022 31,695,022 31,695,022

②公営事業地方債 10,925,900 10,925,900 10,925,900

　　　地方公共団体計 31,695,022 10,925,900 42,620,922 42,620,922

(2) 関係団体

①一部事務組合・広域連合地方債 4,234,188 4,234,188

②地方三公社長期借入金

③第三セクター等長期借入金 11,494 11,494

　　　関係団体計 4,234,188 11,494 4,245,682

(3) 長期未払金 324,523 324,523 324,523

(4) 引当金 6,369,923 1,464,848 7,834,771 293,463 8,128,234

　　(うち 退職手当等引当金) 6,369,923 1,464,848 7,834,771 293,463 8,128,234

　　(うち その他の引当金)

(5) その他

　　(うち 他会計借入金)

　固定負債合計 38,389,468 12,390,748 50,780,216 4,527,651 11,494 55,319,361

2. 流動負債

(1) 翌年度償還予定額

①地方公共団体 2,964,402 492,974 3,457,376 3,457,376

②関係団体 22,300 22,300 153,456 3,413 179,169

　　　翌年度償還予定額計 2,964,402 515,274 3,479,676 153,456 3,413 3,636,545

(2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 50,000 50,000 1,541 51,541

(3) 未払金 89,485 244,518 334,003 22,334 13,057 369,394
(4) 翌年度支払予定退職手当
(5) 賞与引当金 273,940 63,388 337,328 20,633 357,961
(6) その他 54 1,547 1,601
　　(うち 他会計借入金翌年度償還予定額)

　流動負債合計 3,327,827 873,180 4,201,007 196,477 19,558 4,417,042

 負 債 合 計 41,717,295 13,263,928 54,981,223 4,724,128 31,052 59,736,403

[純資産の部]

1. 公共資産等整備国県補助金等 23,456,949 27,027,150 50,484,099 3,731,281 54,215,380

2. 公共資産等整備一般財源等 32,634,695 4,415,334 37,050,029 7,070,364 44,120,393

3. 他団体及び民間出資分 117,427 117,427 1,146,907 5,000 13,993 1,264,327

4. その他一般財源等 △ 14,346,617 △ 17,384,187 △ 31,730,804 △ 1,946,414 130 △ 14,083 △ 33,691,171

5. 資産評価差額 12,205 12,205

 純資産合計 41,745,027 14,175,724 55,920,751 10,014,343 5,130 △ 90 65,921,133

 負債及び純資産合計 83,462,322 110,901,974 14,738,471 5,130 30,962 125,657,536

土地開発公社

連結対象団体つがる市全会計

計
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Ⅱ－３　連結行政コスト計算書

Ⅱ－３－１　連結行政コスト計算書の概要

平成２２年度のつがる市全会計の「経常行政コスト」は非現金支出を含め２９３億８２１万円、これ
に連結対象団体を含めた全体の「経常行政コスト」は３３１億９，４９５万円となっています。

これに対して、つがる市全会計の「行政サービス収入」は７４億９，１８２万円、これに連結対象団体を
含めた全体の「行政サービス収入」は９９億８，７５１万円となっています。

「経常行政コスト」から「行政サービス収入」を差し引いた「純経常行政コスト」はつがる市全会計で
２１８億１，６３９万円、連結対象団体を含めた全体では、２３２億７４４万円となっています。

普通会計と連結の行政コスト計算書を比較すると「経常行政コスト」では、普通会計１８５億８，６２７
万円に対して、連結では３３１億９，４９５万円と約１．８倍になります。これは、国民健康保険や介護保
険などの社会保障給付が多額であることに起因しています。

一方「行政サービス収入」では、普通会計の６億８９７万円に対して、連結では９９億８，７５１万円と
約１６．４倍になっています。

連結行政コスト計算書 内訳表（性質別）
（単位：千円）

連結合計

普通会計 公営事業会計 一部事務組合 第三セクター等 (相殺消去後）

(相殺消去後） 広域連合

A B C D E F G

経常行政コスト

人件費 3,962,610 1,049,543 5,012,153 318,983 28,384 5,359,520

退職手当引当金繰入等 314,181 212,903 527,084 22,979 550,063

賞与引当金繰入等 273,940 63,388 337,328 20,633 357,961

物件費 2,025,602 1,287,285 3,312,887 274,800 20 107,699 3,695,406

維持補修費 400,742 31,554 432,296 63,039 3,252 498,587

減価償却費 3,233,415 807,868 4,041,283 300,343 4,341,626

社会保障給付 3,471,121 6,810,321 10,281,442 3,531,883 13,813,325

補助金等 1,212,260 2,037,434 3,249,694 40,231 2,284,698

他会計等への支出額 2,525,046 1,495 387,358 6,062 380,879

他団体への公共資産整備補助金等 596,176 596,176 16,914 613,090

支払利息 542,739 251,373 794,112 87,778 249 462 882,601

回収不能見込計上額 28,433 61,911 90,344 △ 67,885 22,459

その他行政コスト 246,054 246,054 61,311 87,162 206 394,733

　行政コスト合計 18,586,265 12,861,129 29,308,211 4,677,071 87,431 140,003 33,194,948

経常収益

使用料・手数料 443,881 443,881 18,054 461,935

分担金・負担金・寄附金 165,093 2,591,609 2,756,702 2,464,699 19,293 4,235,467

保険料 2,255,950 2,255,950 2,255,950

事業収益 1,975,188 1,975,188 765,314 89,751 121,815 2,952,068

その他特定行政サービス収入 60,102 60,102 3,005 4 18,979 82,090

他会計補助金等 2,139,183 12,541

　行政サービス収入合計 608,974 9,022,032 7,491,823 3,263,613 109,048 140,794 9,987,510

（差引）純行政コスト 17,977,291 3,839,097 21,816,388 1,413,458 △ 21,617 △ 791 23,207,438

連結対象団体

土地開発公社

つがる市全会計

計

【自 平成２２年４月１日  至 平成２３年３月３１日】 
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Ⅱ－４　連結純資産変動計算書

Ⅱ－４－１　連結純資産変動計算書の概要

平成２２年度のつがる市全会計に連結対象団体を含めた全体の「純経常行政コスト」２３２億７４４
万円に対して地方税や地方交付税などの一般財源が１４７億３，１３２万円、補助金等が１０７億８，８２７
万円、出資の受入れが４億３，４６９万円あり、投資損失等の臨時的な要因によるコスト１，３５３万円、
評価替による変動額１５２万円を差し引いても、２７億３，１８０万円の財源がコストを上回りました。

この結果、連結対象団体を含めた全体の期首純資産残高６３１億８，９３４万円が、期末では６５９億
２，１１３万円になりました。

連結純資産変動計算書 内訳表
（単位：千円）

連結合計

普通会計 公営事業会計 一部事務組合 第三セクター等 (相殺消去後）

(相殺消去後） 広域連合

A B C D E F G

期首純資産残高 40,071,914 14,268,235 54,340,149 8,885,557 △ 16,487 △ 881 63,189,338

純経常行政コスト △ 17,977,291 △ 3,839,097 △ 21,816,388 △ 1,413,458 21,617 791 △ 23,207,438

一般財源 14,703,535 14,703,535 27,781 14,731,316

地方税 2,381,902 2,381,902 2,381,902

地方交付税 11,494,017 11,494,017 11,494,017

その他行政コスト充当財源 827,616 827,616 27,781 855,397

補助金等受入 4,960,399 3,756,167 8,716,566 2,071,708 10,788,274

臨時損益

災害復旧事業費

公共資産除売却損益

投資損失 △ 13,530 △ 13,530 △ 13,530

収益事業純損失

出資の受入・新規設立 22,869 22,869 411,825 434,694

資産評価替えによる変動額

無償受贈資産受入

その他 △ 32,450 △ 32,450 30,930 △ 1,520

期末純資産残高 41,745,027 14,175,724 55,920,751 10,014,343 5,130 △ 90 65,921,134

つがる市全会計 連結対象団体

土地開発公社

計

【自 平成２２年４月１日  至 平成２３年３月３１日】 
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Ⅱ－５　連結資金収支計算書

Ⅱ－５－１　連結資金収支計算書の概要

平成２２年度のつがる市全会計に連結対象団体を含めた全体の「経常的収支の部」で生じた収支剰余(黒
字）６９億５，２６３万円で、「公共資産整備収支の部」の収支不足額(赤字）９億２，８７６万円と「投
資・財務的収支の部」の収支不足額(赤字）３３億９，３４１万円を補てんしています。

「経常的収支の部」の黒字が、「公共資産整備収支の部」と「投資・財務的収支の部」の収支不足額を
上回っているため、期首に１４億６，８９５万円あった資金が、期末で２６億３，２４５万円増加し、４１億
１４０万円となっています。

連結資金収支計算書内訳表 【自　平成２２年４月１日　　至　平成２３年３月３１日】

（単位：千円）

連結合計

普通会計 公営事業会計 一部事務組合 第三セクター等 (相殺消去後）

(相殺消去後） 広域連合

A B C D E F G

[経常的収支の部]

人件費 4,907,054 1,100,610 6,007,664 367,895 28,384 6,403,943

物件費 1,981,773 1,287,762 3,269,535 298,658 20 107,606 3,666,066

社会保障給付 3,471,121 6,810,321 10,281,442 3,531,883 13,813,325

補助金等 1,237,689 2,038,929 3,276,618 38,870 2,310,261

支払利息 542,739 251,373 794,112 87,778 249 462 882,601

他会計への事務費等充当財源繰出支出 1,903,952 381,878 6,062 375,399

その他支出 400,742 414,345 815,087 115,346 3,379 933,812

　支出合計 14,445,070 11,903,340 24,826,336 4,446,492 269 139,831 28,385,407

地方税 2,344,876 2,344,876 2,344,876

地方交付税 11,494,017 11,494,017 11,494,017

国県補助金等 3,969,229 3,636,134 7,605,363 1,604,741 9,210,104

使用料・手数料 443,016 443,016 18,054 461,070

分担金・負担金・寄附金 158,514 2,591,632 2,750,146 2,301,471 19,293 4,065,683

保険料 2,151,828 2,151,828 2,151,828

事業収入 1,963,028 1,963,028 800,230 121,877 2,885,135

諸収入 296,818 53,799 350,617 41,988 392,608

地方債発行額 1,395,000 1,395,000 1,395,000

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額 77,380 7,770 85,150 93,574 178,724

他会計繰入金等 1,879,592

その他収入 721,648 6,431 728,079 34,858 18,345 758,988

　収入合計 20,900,498 12,290,214 31,311,120 4,894,916 19,293 140,222 35,338,033

　経常的収支額 6,455,428 386,874 6,484,784 448,424 19,024 391 6,952,626

[公共資産整備収支の部]

公共資産整備支出 2,961,763 313,455 3,275,218 1,193,959 4,469,178

公共資産整備補助金等支出 596,176 596,176 572,937

他会計への建設費充当財源繰出支出 391,931 360,800 360,800

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出 310,042 310,042

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

　支出合計 3,949,870 313,455 4,232,194 1,504,001 5,712,957

国県補助金等 946,121 117,500 1,063,621 980,657 2,044,278

地方債発行額 1,516,300 150,200 1,666,500 378,897 2,045,397

長期借入金借入額

基金取崩額 16,780 16,780 17,189 33,969

他会計負担金等 26,233

その他収入 112,797 112,797 570,993 5 660,556

　収入合計 2,591,998 293,933 2,859,698 1,947,736 5 4,784,200

　公共資産整備収支額 △ 1,357,872 △ 19,522 △ 1,372,496 443,735 5 △ 928,757

[投資・財務的収支の部]

投資及び出資金 170 170 170

貸付金 31,000 31,000 31,000

基金積立額 117,191 17 117,208 96,492 213,700

定額運用基金への繰出支出 1,586 1,586 1,586

他会計への公債費充当財源繰出支出 613,832 18,485 18,485

地方債償還額 2,956,209 545,012 3,501,221 134,086 3,635,307

長期借入金返済額 108,760 3,413 112,173

短期借入金減少額 100,000 100,000 634 100,634

収益事業純支出

その他支出 43,829 43,829 3,246 772 47,847

　支出合計 3,763,817 645,029 3,813,499 233,824 109,532 4,047 4,160,902

国県補助金等

貸付金回収額 31,055 31,055 31,055

基金取崩額

地方債発行額 470,800 149,500 620,300 620,300

長期借入金借入額

収益事業純収入 89,751 89,751

その他収入 3,110 247,227 7,610 18,144 634 26,388

　収入合計 504,965 396,727 658,965 18,144 89,751 634 767,494

　投資・財務的収支額 △ 3,258,852 △ 248,302 △ 3,154,534 △ 215,680 △ 19,781 △ 3,413 △ 3,393,408

　　当年度資金増減額 1,838,704 119,050 1,957,754 676,479 △ 752 △ 3,022 2,630,461

　　期首資金残高 242,743 387,639 630,382 824,813 5,882 7,874 1,468,951

    経費負担割合変更に伴う差額 1,985 1,985

　　期末資金残高 2,081,447 506,689 2,588,136 1,503,277 5,130 4,852 4,101,397

連結対象団体

土地開発公社

つがる市全会計

計
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